
（ ） （ ）新規事業用 様式 4-2
投資事業評価調書（新規）

記入責任者職氏名 農地整備課長
部課室名 農地整備課 杉本 修一郎 内線 4003

（担当者氏名） （安國庫生） ( )4016

事 業 名 事 業 区 間 総 事 業 費
事業種目 ほ場整備

基盤整備促進事業 津名御所地区 ３２０ 百万円
（担い手育成型）

所 在 地 着工予定 完成予定
年 度 年 度

津名郡津名町中田御所 １３ １６

事 業 の 目 的 事 業 内 容

小区画・不整形の本地区を整備し、集落営農に 区画整理 １２．７ｈａ
よる担い手への集積を図ることにより、効率的な
農業経営、持続的な農業を目指す。
津名町に対し、補助していく。 事業主体：津名町

評価視点 評価結果の説明

( )必要性 ① １０ａ当たりの年効果額２１２千円／１０ａと高く、営農時間につい1
ても１９ｈｒ／１０ａと短い。農地の集積・連担化を図ることで作業効
率を高め、担い手を育成することに大きく寄与できることから事業を施
工する必要がある。
② 予定区域内を縦断する主要河川（水路）に面するほ場は、断面が極小
のため、大雨時は冠水の常習地帯であるため、ほ場保全のうえからも早
急な対応が望まれる。
③ 県営ほ場整備事業津名地区（Ｓ５７～Ｈ６）実施時の脱落地であった
が、世代交代が進み４０～５０代が中心となって地域の将来計画を検討
する中で、ほ場整備の実施と合わせ集落営農に対し意欲的な取り組みが
行われている。

( )有効性・効率性 ① 投資効率１２５、所得償還率１６．１％、所得指数１２４（基準指2 .
数５０）であり、事業として効果は十分に期待でき、農家負担の償還に
ついても可能である。
② 同意率 １００％（３０／３０）

( )環境適合性 ① 予定地域内に交流広場の空間をとり、桜やさざんか等の花木を植裁す3
る計画である。

( )優先性4

評 左
価 の
の 着手妥当 理 審査の結果、事業着手が妥当と認められた。
結 由
果


